
横須賀市報  号外 第 16 号  

 

横 須賀 市告 示 第 252 号  

 地方 自治 法 第 243 条の ３ 第 1 項 及び 横須賀市 財政 事情 の公 表に 関す る条 例並 びに 地方

公 営企 業法 第 40 条 の２第 １項 の規 定に 基づ き、 本市 の財 政状 況を 次の とお り公 表します。  

  

 平 成 29 年 12 月 1 日  

 

横須賀市長  上  地  克  明  

 

 

 

横 須 賀 市 の 

財  政  状  況 
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〔単位：千円〕

収入額 構成率（％）

自主財源 82,923,630 56.0

市税 60,473,434 40.8

繰入金 9,681,880 6.5

諸収入 5,136,993 3.5

使用料及び手数料 3,732,913 2.5

その他自主財源 3,898,410 2.7

依存財源 65,166,201 44.0

国庫支出金 22,345,843 15.1

市債 13,002,700 8.8

地方交付税 11,960,388 8.1

県支出金 7,372,779 5.0

その他依存財源 10,484,491 7.0

148,089,831 100.0

区　　　分

合　　　計　

１.平成 28 年度決算の状況 

 

       〔歳入決算の状況〕  

       

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市税 40.8%

繰入金

6.5%

諸収入 3.5%使用料及び手数料

2.5%

その他自主財源

2.7%

市債 8.8%

国庫支出金

15.1%

地方交付税

8.1%

県支出金

5.0%

その他依存

財源 7.0%

自主財源

56.0 %

依存財源

44.0 %

決算額

148,089,831 千円

 

 

 

 

 

 

 

 

歳  入  

一般会計  

 自主財源と依存財源  

自主財源は、市税のように市が自主的に収入できるものです。これに対 し、  

依存財源は、ある条件を満たした場合に国や県から交付を受けるものです。  

安定した行政運営のためには全体に占める自主財源の割合が高いことが  

望まれます。  
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〔単位：千円〕

区　　　分 支出額 構成率（％）
生活保護、児童福祉などの経費 58,210,817 40.2
ごみ処理、市民の健康管理などの経費 16,797,858 11.6

内部管理経費 16,053,098 11.1

市債の償還のための経費 15,928,630 11.0

道路、公園建設などの経費 14,496,843 10.0

教育、文化振興のための経費 12,876,488 8.9

消防、防災対策のための経費 5,644,526 3.9
農業、水産業、経済振興のための経費 3,993,665 2.7

議会運営のための経費 846,235 0.6

合　　　計　 144,848,160 100.0

生活保護、

児童福祉
など
40.2%

市債の償還
11.0%

道路、公園

建設など 10.0%

ごみ処理、市民の

健康管理など 11.6%

内部管理経費
11.1%

教育、文化

振興 8.9%

農業、水産業、

経済振興 2.7%消防、防災対策
3.9%

議会運営費 0.6%

決算額

144,848,160 千円

〔歳出決算の状況〕 

 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 

収 入決 算額

（ Ａ）  

支 出決 算額

（ Ｂ）  

平 成 29 年度へ  

繰 り越 した 事業 への  

充 当額 （Ｃ ）  

実 質収 支  

（ Ａ－ Ｂ－ Ｃ）  

148,089,831 144,848,160 62,403 3,179,268 

 
平 成 28 年 度 一 般 会 計 の 決 算 額 は 、 歳 入 が 約 1,481 億 円 、 歳 出 が 約

1,448 億 円 と な り ま し た 。 歳 入 歳 出 の 差 引 額 か ら 翌 年 度 へ の 繰 越 財 源

を 差し 引い た実 質収 支は 、約 32 億円 とな り、約 半分 の 15 億 ９千 万円

は 後 年 度 の 財 政 運 営 の た め 財 政 調 整 基 金 に 積 み 立 て ま し た 。 残 り は 平

成 29 年 度予算 に組 み入れ ます 。  

歳 入は 約 33 億円 の増とな りま した 。こ れは 、前 年度 に比 べ地 方交 付

税 及び 臨時 財政 対策 債が 約 20 億円、 地方 消費税 交付 金が 約９ 億円 減少

し た 一 方 で 、 土 地 開 発 基 金 の 廃 止 に 伴 い 、 そ の 基 金 残 高 を 繰 り 入 れ た

こ と や 、 前 年 度 は 取 崩 し を 行 わ な か っ た 財 政 調 整 基 金 を 取 り 崩 し た こ

と など で、 繰入 金が 約 85 億 円増 とな った こと によ るも ので す 。  

歳 出 で は 、 土 地 開 発 基 金 か ら の 借 入 金 を 清 算 し た こ と な ど に よ り

「 内部 管理 経費 」が 前年 度に 比べ 約 48 億 円増加 した ほか 、臨 時福 祉給

付 金 の 支 給 や 保 育 園 等 へ の 給 付 、 障 害 福 祉 サ ー ビ ス の 給 付 の 増 加 な ど

に より 「生 活保 護、 児童 福祉 など の経 費 」 が約 24 億 円増加 しま した。

そ の 一 方 で 、 大 津 行 政 セ ン タ ー 建 設 に 係 る 経 費 が 工 事 の 完 了 に よ り 約

10 億 円 減 少 し た こ と な ど か ら 、 歳 出 全 体 で は 約 36 億 円 の 増 と な り ま

し た。  

歳 出  

(単 位  千円 ) 

収支状況  
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〔 経常 収支 比率 〕        

市 税や 地方 交付 税な どの 経常 的な 収入 に対 して 、社 会保 障経 費や 借  

金 の返 済な どの 経常 的な 支出 がど のく らい の割 合を 占め てい るの かを  

表 した 指標 です 。  

こ の比 率 が 100％ に近 づく ほど 、 収 入の 使途 がす でに 決ま っ て いて 、  

政 策的 に支 出す る経 費が 制限 され てい る状 態と いえ ます 。  

 本市 の経 常収 支比 率は 、県 内市 の平 均よ りも 高く なっ てい ます 。  

平 成 28 年度は 、歳 出面で の社 会保 障費 など の増 に加 え、 歳入 面で の  

        地 方交 付税 や地 方消 費税 交付 金、 法人 市民 税が 大幅 に減 少し た た め、  

前 年度 に比 べ て 4.0 ポイ ント 悪化 しま した 。  

 

平 成 28 年度  

決 算（ Ａ）  

平 成 27 年度  

決 算（ Ｂ）  

増 減  

（ Ａ－ Ｂ）  
県 内市 平均  

１ ００ ・１ ％  ９ ６． １％  ４ ．０ ％  ９ ７． ３％  

 

         〔実質 公債 費比 率〕         

 一 般 会 計 の 元 利 償 還 金 の ほ か 、 上 下 水 道 事 業 や 病 院 事 業 と い っ た 公

営 企 業 の 元 利 償 還 金 に 充 て ら れ た 繰 出 金 な ど 、 実 質 的 に は 公 債 費 と 同

じ 性質 の経 費も 含め て借 金返 済の 負担 の大 きさ を示 しま す。  

こ の 比 率 が 18％ 以 上 に な る と 、 市 が 借 金 を す る た め に は 県 知 事 の

許 可 が 必 要 に な り ま す 。 ま た 、 25％ 以 上 に な る と 、 財 政 健 全 化 法 に よ

り 「 早 期 健 全 化 団 体 」 と な り 、 財 政 健 全 化 計 画 を 議 会 の 議 決 を 経 て 策

定 ・公 表す る義 務を 負い 、 借 金を する こと が 制 限さ れま す。  

 比 率 は ３ か 年 平 均 で 示 さ れ 、 平 成 28 年 度 （ 平 成 26 年 度 か ら 平 成

28 年 度の 平均 ）は、 0.1 ポ イン ト改 善し まし た。  

 

平 成 28 年度  

決 算（ Ａ）  

平 成 27 年度  

決 算（ Ｂ）  

増 減  

（ Ａ－ Ｂ）  
県 内市 平均  

６ ．４ ％  ６ ．５ ％  △ ０． １％  ４ ．９ ％  

                     
               〔将来 負担 比率 〕   

 市 債 残 高の ほか 、 一部事 務 組 合や 土地 開 発公社 等 も含 め て、 一 般会

計 等 が 今 後 負 担 し な く て は な ら な い 負 債 の 総 額 を 算 出 し 、 将 来 の 財 政

負 担の 程度 を示 しま す。  

 この 比率 が 350％以 上に なる と、 「早 期健 全化 団体 」と なり ます 。  

 平 成 28 年 度 決 算 は 、 市 債 残 高 及 び 土 地 取 得 等 の 債 務 負 担 行 為 額 が

減 少 し 、 か つ 将 来 負 担 額 か ら 控 除 す る 充 当 可 能 特 定 財 源 が 増 加 し た た

め 、前 年度 と比 べて 6.6 ポ イン ト改 善し まし た。  

         
平 成 28 年度  

決 算（ Ａ）  

平 成 27 年度  

決 算（ Ｂ）  

増 減  

（ Ａ－ Ｂ）  
県 内市 平均  

４ ９． ０％  ５ ５． ６％  △ ６． ６％  ５ ９． ６％  

 

 

平 成 28 年度（ Ａ）  平 成 27 年度（ Ｂ）  増 減（ Ａ－ Ｂ）  

11,401,487 13,472,933 △ 2,071,446 

 

 

 

       

 

 

財政指数  

(決算関連 )  

財政調整  

基金現在高  

 

(単 位  千円 ) 

 財政調整基金  

  地方公共団体の年度間ごとの財源の不均衡を調整し、安定的な財政  

運営を行うための貯金です。 

   市 の財政は、経済不況により税収が大幅に落ち込むことや、災害等の 

予期しない多額の支出が生じる場合があります。このような事態に備えて 

財政調整基金の積み立てを行っています。  
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（単位：千円）

支出額(B)
平成29年度へ

繰越をした事業
への充当分(C)

実質収支
(A-B-C)

54,343,914 0 5,850,058

346,619 0 55,913

32,509,284 0 1,791,623

240,971 0 165,373

20,062,394 0 0

5,417,151 0 316,477

介 護 保 険 費 34,300,907

後期高齢者医療費 5,733,629

母子父子寡婦福祉
資 金 貸 付

406,345

公 債 管 理 費 20,062,394

会計名 収入額(A)

60,193,973国 民 健 康 保 険 費

公 園 墓 地 402,532

（単位：千円）

決算額

収入 11,137,383

支出 9,285,462

収入 1,668,542

支出 5,232,319

収入 16,834,156

支出 15,044,194

収入 5,746,065

支出 10,819,898

収入 1,356,524

支出 1,360,281

収入 888,530

支出 1,575,418

病 院 事 業

水 道 事 業

資本的

下 水 道 事 業

収益的

資本的

収益的

収益的

資本的

会計名 区分

〔特別会計〕  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 差引 額が 実質 収支 に合 致し ない のは 端数 整理 によ り生 じた もの です 。  

 

 

 

 〔企業会計〕  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       ※資本 的収 支の 不足 分は 、 留 保資 金な どで 補て んし てい ます 。  

 

 

 

        

 

特別会計の  

決算状況  

       

 

企業会計の  

決算状況  

       

 

 収益的収入・支出及び資本的収入・支出とは 

  サービス提供にかかる経費とそれに対する料金収入といった、企業の経営活動  

  に伴い生じる経費 とそれに対する収益を、収益的収入 ・支出といいます。  

  一方、建設整備のための経費やそれにかかる企業債の償還金などの支出 と、  

建設整備の財源 となる企業債などの収入を資本的収入 ・支出といいます。  
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（単位：千円）

平 成 28 年 度 末
現 債 額

平 成 27 年 度 末
現 債 額

増　減

173,380,703 174,683,925 △ 1,303,222
道 路 、 公 園 な ど の 建 設 35,569,764 36,399,699 △ 829,935

学 校 な ど の 建 設 18,119,765 18,024,896 94,869
芸術劇場などの公共施設建設 9,453,102 10,961,283 △ 1,508,181
ご み処理施設など の建設 7,473,292 7,496,590 △ 23,298
水 道 事 業 へ の 出 資 3,579,609 4,026,025 △ 446,416
そ の 他 20,757,744 21,354,706 △ 596,962

小　　計 94,953,276 98,263,199 △ 3,309,923
78,427,427 76,420,726 2,006,701

804,642 964,628 △ 159,986

744,642 874,628 △ 129,986
60,000 90,000 △ 30,000

112,608,898 116,493,373 △ 3,884,475

87,388,421 90,348,529 △ 2,960,108
19,199,603 19,121,356 78,247
6,020,874 7,023,488 △ 1,002,614

286,794,243 292,141,926 △ 5,347,683

水 道 事 業

一 般 会 計

通
　
常
　
債

病 院 事 業

合　　　　計

臨 時 財 政 対 策 債 等

特 別 会 計
母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付

国 民 健 康 保 険

企 業 会 計

下 水 道 事 業

     横須賀市の市債市民１人あたりの現債額（会計別） 総額 699,684円

一般会計 422,992 円

（一般会計内訳）

臨時財政対策債等 191,337円

道路、公園などの建設 86,779円

学校などの建設 44,206円

芸術劇場などの公共施設建設 23,063円

ごみ処理施設などの建設 18,232円

水道事業への出資 8,733円

その他 50,642円

企業会計 274,729 円

213,199 円

46,841 円

14,689 円

　　 母子寡婦福祉資金貸付 1,817 円

　　 国民健康保険 146 円

特別会計 1,963 円

病院事業

下水道事業

水道事業

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※人口は平成 29 年 ４月 １日現在の住民基本台帳人口 4 09 ,891 人 を使用 しています。 

          

 

 

       

 

 

 

 

 

市債現債額  

 

一般会計の市債  

   市債 とは市の借金のことをいい、大きく分けて、通常の建設事業等にかかる「通常債 」  

と、本来 、国から交付されるべき現金の振替措置として借 り入れる「臨時財政対策債 」等  

があります。 

 

 通常債 ：施設整備を行う場合など、一時的に多額の資金を必要とする場合に借 り入れる 

市債で、翌年度以降、借入対象施設の耐用年数に応じて分割して返済していきます。 

整備 された施設は、将来の市民も利用するので、現在の市民だけでなく将来の市民から 

も応分に税負担をしてもらい、世代間の負担を公平にするという考え方に基づいています。 

 

 臨時財政対策債 ：本来、国から自治体へ地方交付税として再分配されるべき現金が、国  

の財源不足により全額が地方に配分されず、不足する額を一旦 、自治体が借 り入れて対  

応 しているもので、返済額は後年度の地方交付税で補てんされます。 
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予算現額
150,591百万円

収入済額
40,261百万円

50.3 %

未収入額
39,752百万円

49.7 %

未収入額
46,463百万円

65.8 %

収入済額
24,115百万円

34.2 %

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

単位：百万円

予算現額

収入済額

依存財源自主財源

２.平成 29 年度予算執行の状況（平 成 29 年 9 月 30 日現 在）  

    

〔 収入 の状 況〕                  （ 単 位 ： 百 万 円 ）  

予算現額 収入済額 執行率（％）

80,013 40,261 50.3

　市税 60,836 34,745 57.1

　繰入金 7,345 0 0.0

　諸収入 5,667 738 13.0

　使用料及び手数料 3,802 1,780 46.8

　その他自主財源 2,363 2,998 126.9

70,578 24,115 34.2

　国庫支出金 23,160 9,507 41.0

　市債 17,030 326 1.9

　地方交付税 11,467 8,340 72.7

　その他依存財源 18,921 5,942 31.4

合　　　計　 150,591 64,376 42.7

区　　　分

自主財源

依存財源

 

  

〔 項目 別  収入 の状 況〕  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       〔 自主財 源・ 依存 財源 別の 収入 の状 況〕  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般会計  

歳 入  

自主財額   

80 ,013 百万円  

53 .1％ 

 

 

依存財源   

70 ,578 百万円  

46 .9％ 
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区　　　分 予算現額 支出済額 執行率（％）
生活保護、児童福祉などの経費 59,183 21,699 36.7
ごみ処理、市民の健康管理などの経費 18,685 7,840 42.0
道路、公園建設等の経費 18,306 6,268 34.2
市債償還のための繰出し 16,460 0 0.0
教育、文化振興のための経費 14,915 5,310 35.6
内部管理経費 11,127 3,563 32.0
消防、防災対策のための経費 6,736 2,551 37.9
農業、水産業、経済振興のための経費 4,315 2,782 64.5
議会運営のための経費 864 432 50.0

合　　　計　 150,591 50,445 33.5

0
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童
福
祉
な
ど
の
経
費

ご
み
処
理
、
市
民
の
健
康
管
理
な
ど
の
経
費

道
路
、
公
園
建
設
等
の
経
費

市
債
償
還
の
た
め
の
繰
出
し

教
育
、
文
化
振
興
の
た
め
の
経
費

内
部
管
理
経
費

消
防
、
防
災
対
策
の
た
め
の
経
費

農
業
、
水
産
業
、
経
済
振
興
の
た
め
の
経
費

議
会
運
営
の
た
め
の
経
費

単位：百万円

予算現額 支出済額

支出済額

50,445百万円

33.5%

未支出額

100,146百万円
66.5%

予算現額
150,591百万円

 〔 支出 の状況 〕                   （ 単 位 ： 百 万 円 ）  

 

 

 

 

 

 

 

 

〔 項目 別  支出 の状 況〕  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔 全体 の支 出の 状況 〕  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

歳  出  

 予算現額とは 

  市は毎年度予算を編成したあとで、当初の予算を変更することがありますが、  

これを予算の補正 といいます。補正を行ったあとの予算の額 、つまり、現在の予  

算額を「予算現額 」と呼びます。 
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0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

公園墓地

母子父子寡婦福祉資金

後期高齢者医療

公債管理

介護保険

国民健康保険

86.1％

73.3％

37.2％

15.5％

41.1％

40.5％

収入済額

未収入額

（単位：百万円）

区　　　分 予算現額 収入済額 支出済額

国 民 健 康 保 険 58,396 23,667 22,392
介 護 保 険 36,480 14,984 13,855
公 債 管 理 19,619 3,034 10,148
後 期 高 齢 者 医療 6,325 2,356 2,304
母子父子寡婦福祉資金 296 217 155
公 園 墓 地 280 241 75

合　　計 121,396 44,499 48,929

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000

公園墓地

母子父子寡婦福祉資金

後期高齢者医療

公債管理

介護保険

国民健康保険

26.8％

52.4％

36.4％

51.7％

38.0％

38.3％

支出済額

未支出額

※表示の%は執行率を表す

（単位：百万円）

予算現額 収入・支出済額 執行率(％）

収　入 10,930 5,182 47.4

支　出 10,044 2,394 23.8

収　入 2,067 8 0.4

支　出 8,655 1,876 21.7

収
益
的

資
本
的

区　分

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

家事営業用 公共用 工業用 米軍用 分水その他

前年同期 本 期

400

450

500

550

600

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

前年同期 本 期

       〔 歳入歳 出の 状況 〕  

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

       

 〔 経理 状況 〕  

        

       

       

       

 

                      

       

       

       

       

       

 

        ※ 消 火 用 水 を 除 く                

 

特別会計  

平成 29 年度上半期月別有収水量  

                      （単 位 ：万 ｍ 3 ）  

企業会計  

歳 

入 

平成 29 年度上半期用途別有収水量  

                         （単 位 ：万 ｍ 3 ）  

歳 

出 

水 道 事 業  

（ 単 位 ： 百 万 円 ）  

※ 消 火 用 水 を 除 く  

※ 家 事 営 業 用 に は 、 福 祉 減 免 分 を 含 む  
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10,344人

9,011人

12,233人

16,736人

7,698人

6,965人

9,598人
19,797人

375人

4,474人

7,977人

8,260人

4,413人

6,664人

36,692人

内科
6.4%

呼吸器内科
5.6%

消化器内科
7.6%

循環器内科
10.4%

腎臓内科
4.8%

小児科
4.3%

外科
6.0%整形外科

12.3%

リハビリ

テーション

科
0.2%

脳神経外科
2.8%

皮膚科
4.9%

泌尿器科
5.1%

産科・婦人科
2.7%

耳鼻いんこう科
4.1%

その他
22.8%

6,274人

8,656人

9,026人

10,464人

3,400人

4,731人

6,931人

17,137人

7,686人

7,566人

287人

2,324人

1,614人 1,271人

8,940人

内科
6.5%

呼吸器内科
9.0%

消化器内科
9.4%

循環器内科
10.9%

腎臓内科
3.5%

小児科
4.9%

外科
7.2%

整形外科
17.8%

リハビリ

テーション

科
8.0%

脳神経外科
7.8%

皮膚科
0.3%

泌尿器科
2.4%

産科・婦人科
1.7%

耳鼻いんこう科
1.3%

その他
9.3%

（単位：百万円）

予算現額 収入・支出済額 執行率(％）

収　入 16,063 5,369 33.4

支　出 15,334 2,093 13.6

収　入 9,556 3,788 39.6

支　出 14,948 5,339 35.7

収
益
的

資
本
的

区　分

250

300

350

400

450

500

4月 5月 6月 7月 8月 9月

前年同期

本 期

（単位：百万円）

予算現額 収入・支出済額 執行率(％）

収　入 1,342 1,167 87.0

支　出 1,568 138 8.8

収　入 975 799 81.9

支　出 1,533 687 44.8

収
益
的

資
本
的

区　分

 

〔 経理 状況 〕  

       

       

       

       

       

 

              平成 29 年度上半期月別有収水量  

                            （単 位 ：万 ｍ 3） 

         

       

       

       

       

       

 

 

       

    〔 経理 状況 〕  

   

        

 

       

 

 

      〔 平成 29 年 度上 半期 の患 者診 療科 別割 合〕  

         

 

 

 

 

 

 

 

 

 

下 水 道 事 業  

病 院 事 業  

入      院  

96 ,307 人  

外      来  

161 ,237 人  
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臨時財政

対策債等
27.3%

道路、公園

などの建設

12.4%

学校など

の建設
6.3%

芸術劇場など

の公共施設建設
3.1%

退職手当債

2.7%

ごみ処理施設

などの建設
2.5%

水道事業

への出資
1.2%

その他

4.5%

母子父子寡婦

福祉資金貸付
0.2%

国民健康保険

0.1%

下水道事業

31.0%

水道事業

6.7%

病院事業

2.0%

３.市債の現債額（平 成 29 年 9 月 30 日 現在 ）  

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

現 債 額

166,518

90,754

道 路 、 公 園 な ど の 建 設 34,335

学 校 な ど の 建 設 17,531

芸 術 劇 場 な ど の 公 共 施 設 建 設 8,655

退 職 手 当 債 7,489

ご み 処 理 施 設 な ど の 建 設 7,010

水 道 事 業 へ の 出 資 3,354

そ の 他 12,380

75,764

669

609

60

110,014

85,889

18,523

5,602

277,201合　　　　計

病 院 事 業

通 常 債

企 業 会 計

母 子 父 子 寡 婦 福 祉 資 金 貸 付

水 道 事 業

下 水 道 事 業

一 般 会 計

臨 時 財 政 対 策 債 等

特 別 会 計

国 民 健 康 保 険

 

 

 

特別会計・企業会計の市債  

   特別会計 ・企業会計の市債は、特定の事業のための原資や設備投資を行うために発行する  

ものです。これらの返済には、事業から得られる使用料などの収入が充てられます。 

一般会計  

60 .0％  

企業会計  

39 .7％  

特別会計  

0 .3％  

総  額  

２７７，２０１百万円  
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     横須賀市の市債市民１人あたりの現債額（会計別） 総額 676,962円

一般会計 406,659 円

（一般会計内訳）

臨時財政対策債等 185,026円

道路、公園などの建設 83,851円

芸術劇場などの公共施設建設 21,137円

学校などの建設 42,813円

ごみ処理施設などの建設 17,119円

退職手当債 18,289円

その他 30,233円

企業会計 268,669 円

209,752 円

45,236 円

13,681 円

　　 母子父子寡婦福祉資金貸付 1,487 円

　　 国民健康保険 147 円

特別会計 1,634 円

臨時財政対策債等

185,026円

道路、公園などの建設

83,851円

学校などの建設 42,813円

芸術劇場などの公共施設建設 21,137円

退職手当債 18,289円

ごみ処理施設などの建設 17,119円

水道事業への出資 8,191円

その他 30,233円

※人口は平成29年10月１日現在の住民基本台帳人口409,478人を使用しています。

 下水道事業

病院事業

水道事業

一般会計の市債現債額の内訳

一般会計債 市民１人あたりの現債額 総額 406,659円
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土　　　　　地 7,850,910㎡
建　　　　　物 1,234,795㎡
動　　　　　産 浮標等 38個
物　　　　　権 地上権 619㎡
無 体 財 産 権 商標権 13件
有　価　証　券 536,691千円
出資による権利 3,377,203千円

604,355千円
18,798,238千円

現　　在　　高

債　　　　　権

基　　　　　金

公
有
財
産

種　　　　別

４.市有財産の現在高（ 平 成 29 年 9 月 30 日 現在 ）  

  （一般会計及び特別会計に属するもの） 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５.一時借入金の現在高（ 平成 29 年 9 月 30 日 現在 ）  

 

   ０円   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 一時借入金とは 

   一時借入金とは、地方公共団体が一会計年度内において支払現金が不足した場合 、  

その不足を補うために借 り入れる資金のことをいいます。 

   収入 と支出を予算で計画していますが、実際にお金が入る時期と経費を支払う時期には 

ずれが生じるため、支払いが多い時期には一時的に資金が足 りなくなることがあります。  

そのようなときには、予算で定めた額を限度 として一時的に金融機関から資金を調達するこ  

とができます。 

 無体財産権とは 

   特許法 、著作権法、商標法などに基づき、発明 、考案、創作活動などの無形の財産を 

独占的に利用できる権利のことで、知的財産権ともいいます。 

 

 基金とは 

   特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、または定額の資金を運用するために  

設けられる資金、財産のことで、家計でいう貯金にあたります。 

横須賀市には、財源の不足を生じたときの財源に充てることを目的とした財政調整基金や、 

いのちを守る医療を支援するために必要な費用に充てることを目的とした、いのちの基金 などが 

あります。 


